
・新たな空家等の発生を抑制させる取り組みが必要。 

・管理不全状態の空家等について早急に改善する取

り組みが必要。 

・「特定空家等」
※

の所有者等へ強く働きかける取

り組みが必要。 

・空家等の有効活用や市場流通の推進が必要。 

笠間市空家等対策計画の概要 

第１章 計画の趣旨  【計画書P1～P2】 

1 計画策定の背景と目的 
■背景 

少子高齢化の進展や人口減少社会の到来を受け、全国

的に空家等が増加し大きな社会問題となっている。 

■笠間市の取組み 

平成25年「笠間市空き家等の適正管理に関する条例」      

     「笠間市空家バンク制度」 

■国の動き 

・平成27年「空家等対策の推進に関する特別措置法」 

（以下、「特措法」という。） 

■目的 

・市民の生命、身体、財産を保護し、生活環境の保全

を図る。 

・空家等の利活用促進により、地域の活性化に資する。 

 

２ 計画の位置づけ 

 ■上位法・計画 

空家等対策の推進に関する特別措置法、 

笠間市総合計画 

■関連条例・計画（連携・整合） 

茨城県住生活基本計画、県都市計画マスタープラン、

笠間市空家等対策の推進及び空家等の利活用に関する

条例、住宅・都市計画に関する計画等 

第２章 空家等の現状  【計画書P3～P12】 
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・直近10年間で一戸建ての空家の割合は倍増している。 

 

①空家所有者の年齢 

・70歳以上が半数、60代以上が約8割を占めている。 

②空家になったきっかけ 

・「転居」、「相続したが入居していない」の理由

が多い。 

③維持･管理頻度 

・「月1回程度」が一番多い。 

④維持・管理の内容 

・「庭の手入れ、草刈、剪定」が、回答の約4割を占

める。 

⑤管理で困っていること 

・「管理の手間が大変」、「距離が遠い」、「身体

的・年齢的問題」の順に多い。 

⑥売却、入居募集等 

・約7割の人が何の募集もしていない。 

⑦空家の有効活用のために必要なこと 

・「有効活用は考えていない」が一番多い。 

 

⇒所有者の多くが高齢化して管理が負担になって

いるが、積極的な解決行動はとっていない。 

空家所有者アンケート結果のまとめ（平成26年度） 

・今後20年間で人口が約2割減少すると予測されている。 

（全国や茨城県平均よりも急激に減少） 

１ 統計にみる人口の推移と空家等の実態 ２  空家等実態調査結果 ３  笠間市における空家等の対策上の課題 

人口減少 
住宅数の 

過剰 

空家等の 

増加 

空家等問題の 

増大 

※「特定空家等」 

・・・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

る恐れのある状態、適切な管理が行われていないこ

とにより著しく景観を損なっている状態その他周辺

の生活環境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等。 

第３章 空家等対策に係る基本的な方針等  【計画書P13～P29】 

■計画の枠組み 
・対象地区：市内全域 

・計画期間：平成29年度～平成33年度の５年間 

・空家等の定義 

・空家等の状態に応じた市の施策概念図 

居住その他の使用がなされていないことが常態の 

建 築 物 附属する工作物 

上記の敷地(立木その他の土地に定着する物を含む) 

特措法での空家等 

本計画での空家等 

特定空家等 

特定空家等となる 

おそれがある空家

適正に管理されている 

空家等 
利活用の促進 

特措法に基づく措置 

条例に基づく措置 

１ 基本的な方針 

 相続等に当たって必要な手続きや適正管理につい

て周知・啓発するなどの予防的な措置を講じること

により、空家等の発生抑制を図る。 

 
■空家等の発生抑制に関する事項 
新たな空家等の発生を予防・抑制するため、 

・市民意識の啓発等 

・相続問題等に対する支援 

・住宅流通の支援  

を推進する。 

 

■所有者等による空家等の適切な管理の促進に

関する事項 
所有者等へ空家等の適正管理を促すため、市広報等

を通じた啓発活動とともに、笠間市シルバー人材セ

ンターが実施している空家等の見回りサービス等の

案内を行う。また、解体・除却のための費用の一部

を補助する支援制度を推進する。 

（１）空家等の発生抑制 （２）管理不全状態の空家等の抑制・解消 

 空家等の管理が適正に行われるよう、条例に基づ

き所有者等に助言・指導を行う。特定空家等は、他

法令による措置とも連携し、特措法に基づく助言、

指導、勧告、命令などの必要な措置を講じる。 

 

■特定空家等に対する措置に関する事項 
地域住民の生活に深刻な影響を及ぼしている「特定空

家等」を適正に判定し、特措法に従って所有者等に改

善を強く働きかける。改善が見られない場合には、行

政代執行法に従って空家等を除去する。 

 

■管理不全状態の空家等への措置に関する事項 
管理不全状態ではあるものの、特定空家等とまでは判

定しがたい「特定空家等となるおそれのある空家等」

の所有者等に対して、市の条例に従って必要な措置を

とるよう助言・指導を実施する。 

 

（３）空家等の市場流通・利活用の推進 

 民間における市場流通の促進も含めて、空家等

を有効に利活用する取り組みを推進する。 

 

■空家等及び除却した空家等に係る跡地の 

活用の促進に関する事項 
○空家等の利活用 

空家バンク制度の傾向を踏まえ、関係団体等と連携し

た空家等の利活用を推進する。 

 

○跡地の利活用 

除却した空家等に係る跡地の所有者等に対して、有効

活用や市場流通を促し、地域社会の活性化及び都市機

能の向上に努める。 

 

○公共施設等としての利活用 

地域の要望等を踏まえたうえで、地域交流及び地域活

性化の拠点として、地域の集会施設等公共施設に整備

することを検討・実施するとともに地域団体など民間

主導分野での管理・活用を促進する。 



（累計値）

○空家解体撤去補助制度
管理不全状態の空家のうち、立入調査で対象となった建物の解体撤去工事に係る費用の補助。
補助対象工事に要する経費の１／３以内、限度額３０万円

○空家活用支援補助制度
空家バンク登録物件の修繕、補修、取替等をする経費の補助。
修繕費用の１／２以内、限度額５０万円

購入に要する費用の補助。
取得対価の３％以内、限度額３０万円
賃借に要する費用の補助。
家賃２ヶ月分相当額、限度額１０万円

対　象
補助額

賃
借

計画指標名 平成２８年度末

①管理不全空家等改善件数

②空家バンク制度成約件数

③空家バンク制度移住・定住者数

１０４件

３１件

６８人

補助額
解
体

対　象
補助額

購
入

対　象
補助額

修
繕

平成３３年度末

２５０件

８０件

１７０人

対　象

笠間市空家等対策計画の概要 
・直近10年間で一戸建ての空家の割合は倍増している。 第３章 空家等対策に係る基本的な方針等   【計画書P13～P29】 

■空家等の調査に関する事項 
空家等の最新情報を把握するため、定期的な実態調査、所有者等の調査・特定、意向調査を行うとともに情

報のデータベース化を推進する。 

■住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 
所有者等が十分な知識を持ち、適切な対応を図ることができるよう、市役所に相談窓口を設置するほか、相談会

を開催する。 

■空家等に関する対策の実施体制に関する事項 
本計画を効率的・効果的に実施するため、市の体制を整備するほか、「笠間市空家等対策協議会」を組織する。

また、市民・関係団体との連携強化を推進する。 

■その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 
特措法のほか、関係する他法令と連携し、特定空家等への適切な対策を講じるとともに、市条例を改正し、多岐

にわたる空家等の課題に取り組む。 

⑥戒告・再戒告 

代執行令書の通知 

⑦行政代執行 

事前の公告 

③助言・指導 

意見書の提出機会付与 

空家等対策協議会 

④勧 告 税解除※ 

特定空家等と判定 

基準設定 実績等報告 

意見聴取 助言 

状況報告 
特定空家等判定 

委員会 命令判定 

所有者等不明の場合 

⑤命 令 過料 

特定空家等判定 

委員会 

費用の徴収 

⑧略式代執行 

「税解除※」： 

固定資産税等に係る住宅用地の 

特例を解除 

特措法による対応 

所有者等の 

調査継続 

判定依頼 

①空家等情報の把握 

市民等からの情報提供 
職員によるパトロール 

②事前準備（立入調査等） 

条例に基づく助言又は指導 
Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

悪化 

特定空家等 
ではないと判定 

特定空家等の 

候補か？ 

改善したか？ 

適正管理 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

条例による対応 

■特定空家等の主な措置手順 特定空家等判定委員会 
・・・庁内組織として、都市建設部

長を委員長、都市計画課長を副委員

長とした委員で構成。空家等が特定

空家等に該当するかどうかの判定や

必要な措置を実施するかどうかの判

断を検討する組織。 

空家等対策協議会 
・・・市長を委員長とし、法務、不

動産、建築等に関する学識経験者や

市民等の委員で構成。空家等対策計

画の作成や変更、実施についての協

議や特定空家等の判断基準の設定、

特定空家等の措置に関する助言等を

２ その他の取り組み 

第４章 計画の目標   【計画書P30】 

第５章 目標を達成するための重点施策  【計画書P31～P36】 

本計画を着実に実施するため、下表の計画目標値を定め推進する。 

１ 空家等の適正管理の推進 
・特措法や条例に基づき、「特定空家等」や「特定空家等となるおそれのある空家等」について、所有者等に状

態の改善を求め、周辺の生活環境等の維持・改善や地域の活性化を推進する。 

・改善された空家等の中で、利活用が可能と思われる空家等については、空家バンクへの登録を促す。 

２ 空家バンク制度の推進 
・空家バンク登録件数の増加を図るため、関係団体と連携し、積極的に所有者等へ啓発活動を推進する。 

・生涯活躍のまち（笠間版CCRC）などの新たなコミュニティ形成の施策との連携を図る。 

３ 空家等に関する補助制度の推進 
・空家解体撤去補助制度による安全と安心の確保及び住環境の向上に資する。 

・空家活用支援補助制度による空家の利活用の推進と移住、定住の促進を図る。 


